





─ 国際的動向とまちづくりの視点を踏まえて ─ 
Researching Trends in Cultural Property Protection Policies  
in Japan in the 1990s:  


















文化財保護法は 2019（平成 31）年 4月に改正されたが、この改正に至るまで文化財
保護法は、1954（昭和 29）年、1968（昭和 43）年、1975（昭和 50）年、1996（平成
















































の国連総会にて、1988（昭和 63）年から 1997（平成 9）年までの期間を「世界文化
発展の十年」と定めたもので、国連とユネスコが中心となり、加盟国には、国内委員
会を設けてさまざまな文化政策を推進することが求められた（同上：28）。「世界文化
発展の十年」の原文は“Proclamation of the World Decade for Cultural Development”
で、目標達成のため、6項目が掲げられた。この項目の中で、2つ目の項目には、「2. 
Approves the four main objectives of the Decade: acknowledging the cultural dimension 
of development; affirming and enriching cultural identities; broadening participation in 
























































































































文化財保護企画特別委員会の審議は、1993（平成 5）年 4月 16日に審議経過が報





































（伊藤 2000：12）、土木学会でも 1991（平成 3）年度より、土木史研究委員会の幹事会
の中に「近代土木遺産の調査・分析・評価」に関するワークショップを設け、1993（平
成 5）～1994（平成 6）年にかけて実施された全国的規模での調査にもつながり、また、



















































































（2） 国立国会図書館、「第 108回国会参議院予算委員会会議録第 11号（1990年 5月 22日）」、
https://kokkai.ndl.go.jp/minutes/api/v1/detailPDF/img/111815261X01119900522、（2020
年 8月 31日閲覧）。







（5） 桐生市、「近代化遺産拠点都市宣言に関する決議（平成 4年 3月）」、http://www.city.kiryu.
lg.jp/shigikai/1014243/ketsugi/1003758.html、（2020年 9月 1日閲覧）。
■参考文献



























て ─ 審議経過報告 ─ 』














United Nations,1986、General Assembly (Proclamation of the World Decade for Cultural 
Development、A/RES/41/187)
